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１．国内生乳需給調整・生産基盤安定化対策事業

（１）酪農産業基盤対策事業

農業基本政策の抜本的見直しと新酪農政策の構築を
目指した論議が開始されている状況の下で、指定団
体の一元集荷多元販売制度を堅持し、酪農の品目特
性と生産者の意向を反映させるべく、酪農専門全国
組織として情勢分析と研究により、あるべき政策の
検討を行い、政策論議への積極的な関与が求められ
る。こうした点を踏まえ、次の対策を実施する。

１）今後の酪農政策・制度のあり方について、他団
体並びに学識経験者等の協力を得て検討し、今後の
見直し論議に対応する。併せて、ＴＰＰ交渉参加等
の国際農業交渉については、情報の収集・提供とと
もに、他生産者組織と連携した活動を積極的に行う。
さらに、日本型直接支払や加工原料乳補給金算定方
式の論議に、現場の実態や意向が適切に反映される
よう、関係団体と連携して取り組む。

２）政策提言や計画生産対策等の各種事業実施の基
礎資料とするため、酪農家対象の調査、海外の酪農
制度・政策等も含めた各種調査を実施するとともに、
酪農生産現場の課題に係る現地調査や研究会の開催、
ＨＰや業界紙等を通じた調査結果等の情報発信等を
行う。

３）全国要請組織と連携した要請・献策活動を実施
するとともに、生産者組織の意向を踏まえた政策提
言の取り纏め及び公表等を行う。

（２）生乳受託販売安定化対策

指定団体が生乳受託販売を行うに当たり、酪農経営
や市場の実態、各種規制の動向（規制緩和も含む）等

の必要な情報を分析し、全国で共有することが必要
である。また、乳業経営が厳しさを増していること
から、債権保全等の措置に係る対応等について、全
国的に情報共有することが有効であるとともに、生
乳取引に係る成分規格や取引条件等様々な付帯条件
への対応について、全国統一的な協議・検討が求め
られる。こうした状況を踏まえ、次の事業を実施し、
指定団体による円滑な生乳受託販売への支援を行う。

１）指定団体による生乳受託販売が円滑に進められ
るよう、情報を収集、提供するとともに、全国的に
足並みを揃えた取り組みとなるよう、法令遵守上可
能な情報交換を行う他、本会議で可能な全国協調的
な取り組みを行う。

２）債権保全措置、乳成分取引も含めた取引上の課
題及び対応について、関連情報の収集等に努め、情
報共有と協議検討を行う。

（３）生乳計画生産・需給調整対策

これ以上の生乳生産基盤の脆弱化を招かないよう、
平成 24 年度から３年間は、各地域の生産基盤に配慮
し、前年度実績以上の目標数量のブロック別配分を
行う「中期計画生産」に転換している。そこで、25
年度の計画生産対策の実施と 26 年度対策の検討は、
次により実施する。

１）平成 25 年度については、販売基準数量、特別
調整乳数量、選択的拡大生産数量の生産枠で構成す
る生乳計画生産目標数量を設定し、特別調整乳数量
の配分を受けた指定団体は、前年度と同様、過剰回
避対策を実施するものとする。

２）平成 25 年度の生乳需給調整対策として、期中
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中酪、一般社団法人化初年度の
事業計画等を決定

　本会議は３月 13 日、コープビル（東京）で理事会・通常総会を開催し、４月１日より一般社団
法人に移行するのに伴う平成 25（2013）年度事業計画・収支予算等を決定した。
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における数量管理及び目標数量の指定団体間調整、
指定団体の取り組みを補完するセーフティネットの
構築を図るほか、需給状況に応じて適宜必要な対策
と協議を行う。

３）平成 26 年度の生乳計画生産・需給調整対策に
ついては、「中期計画生産」を基本として、生乳需給
の動向、酪農経営及び生乳需給を巡る環境の変化等
を踏まえ、25 年度内に策定する。

４）指定団体別の用途別販売実績、旬別乳量及び需
給を巡る情勢等の需給関連データの提供を継続する。

（４）生乳の総合的な品質・流通管理対策及び受託

　　  販売機能強化支援

１）指定団体の品質管理体制支援
食品の安全性に対する消費者の要求と関心が高まっ
ていることから、生乳生産段階及び流通段階の品質
管理体制の強化が従来以上に重要となってきている。
こうしたことから以下の事業を実施し、消費者から
の生乳への安全・安心の確保を図る。

①�生乳生産管理マニュアルを踏まえた生乳生産及び
記帳記録の推進を基本に、全国段階での「生乳の
安全・安心の確保のための協議会」の活動、チェッ
クシートなど各種支援ツールの作成等を継続し、
生産現場での取り組みを的確に支援する。

②�ポジティブリスト制度への適切な対応のため、Ｊ
ミルクと連携し、生乳の安全性を確認するための
定期的検査の実施や検査対象物質の設定等を行
う。また、精度管理認証制度など生乳検査業務に
係る課題抽出や、個別課題の対応協議等を行う。

③�生乳生産・流通段階での農薬等の使用実態を把握
するための調査等を行うとともに、23 年度に厚
生労働省に要請した乳等省令改正（比重基準）な
ど各種法規制等について、生産現場の実態・取組
を踏まえた働きかけを行う。

④�ＢＳＥが発生した場合の酪農経営再建支援のた
め、ＢＳＥ対策及び残留農薬対応酪農互助基金を
準備するとともに、指定団体及び農協等との連携
の下、必要な情報収集及び対応を講じる。また、

炭疽病等の発生に備えて、国家等の補償すべき役
割を踏まえつつ、保険加入等によるリスク対応と
して基金拡充の検討を行う。

２）指定団体の受託販売機能強化の支援
①�指定団体及び広域指定団体会員組織、全国連等が、
生乳販売組織としての機能を充分に発揮して行く
ため、これらの組織の役職員を対象とした研修会
及び広域指定団体への特別強化事業を実施する。

②�受益者による共同負担を基本に、乳代請求・精算
及び生乳供給情報の管理システムの運用管理や指
定団体ＨＰの保守管理等の枠組みを継続する。

２．生乳需要基盤強化対策事業
　　（乳製品利用促進事業）
生乳生産基盤の維持のための生産者・乳業者が一体
となった牛乳乳製品の需要確保・新市場開拓を図る
ため、「中期計画生産」の実施と併せて、機構の補助
を受けて生乳需要基盤強化対策事業を実施し、需給
緩和時の乳製品利用促進・試行販売等に取り組む。

①�乳製品の利用促進、牛乳乳製品の需要の確保によ
る、より安定した計画生産対策を実施する。

②�計画生産の推進と併せて、指定団体や全国連・乳
業との連携による乳製品販売に取り組んだ実績を
活用する。

③�生乳需給の緩和時に、生産者・乳業者が協調した
乳製品の利用促進に取り組む体制を主体的に整備
する。

３．酪農理解促進広報事業
生産者自らが、「日本酪農の価値」を国民各層に訴
え、国産生乳市場の維持拡大を図る取り組みを重点
に、次のような酪農理解促進広報活動に取り組む。

（１）マスメディア活用事業による広報

国民・消費者に対し、地域に酪農経営が存続して
いることの価値とともに酪農家の思いを伝えるため、
全国紙等への意見広告の掲出や各種メディアによる
記事の露出等を組み合わせることで、様々な角度か
ら継続的な情報発信による理解醸成を図る。
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（２）自己媒体活用事業の推進

酪農の多面的機能への理解や国産牛乳乳製品への信
頼性は、酪農への適切な評価に繋がり、国産生乳需
要の維持拡大に有効であることから、あらゆる機会
を捉えて広報活動を展開する。さらに、酪農に触れ
た児童生徒に成長の跡が明確に確認されることから、
将来を担う人材育成を担う場としての牧場の機能を、
国民に分かりやすく訴えかけ、地域社会と酪農の融
和を図る取り組みを進める。

１）国産牛乳乳製品に関する効能等を、Ｊミルクが
発信するエビデンスなども踏まえて、消費者に対し
て適時情報提供するとともに、酪農経営の実態や酪
農家の思いを広報し、消費者の一層の理解促進と国
産牛乳乳製品の消費拡大を訴求する。

２）価格を中心とする小売量販店の販売戦略に対し、
酪農経営や生産基盤維持の重要性や、酪農乳業界の
動向に関する情報を届けることにより、牛乳販売へ
の問題意識を喚起する。

３）ミルククラブ誌により、生産現場に根ざした酪
農の情報とともに、地域に溶け込んだ酪農の魅力と
牛乳乳製品のある豊かな食生活を紹介し、日常の食
生活のなかに酪農の魅力と牛乳の再発見を促す。

４）消費者や流通バイヤー等に対し、酪農家ブラン
ドの乳製品の充実と品質の高さを伝え、国産生乳需
要の拡大と新たな消費者交流を喚起して行くことを
目的にナチュラルチーズコンテストを開催する。ま
た、酪農情勢、制度・政策等の酪農経営に関わる情
報等を酪農家など関係者に提供する。

５）日本酪農及び酪農経営の現状等について、海
外の酪農乳業関係者に対して情報発信するとともに、
意見交換などを通じ今後の活動の更なる充実・発展
に繋げるため、横浜で開催されるワールドデイリー
サミット 2013 への展示出展等に取り組む。

（３）酪農教育ファーム活動

酪農教育ファーム活動は、消費者に対し生産者の顔
が見える活動であり、酪農の価値や酪農家の生き方
を直接伝える取り組みであることから、国産牛乳乳
製品消費の拡大はもとより、消費者に地域の酪農の
存在を再認識してもらうための活動として、なお一

層社会に拡大させていく。とくに、「価格」という単
一の価値観にとらわれている消費者に第一次産業本
来の意義を伝える観点から、酪農体験を通した「食
といのちの学び」を酪農関係者及び教育関係者と連
携して取り組んでいく。

１）地域との連携を図りながら、牧場及びファシリ
テーターの認証制度の運用や、酪農関係者及び教育
関係者の各種研修会の充実、モデル出前型酪農体験
の実施、活動推進のための教材開発と提供などを行
う他、機関誌「感動通信」の発行や、専門紙などを
通じ教育関係者向けのＰＲを行うことにより更なる
推進を図る。

２）教育的な効果を検証するための学年別のモデル
カリキュラムの開発や、教育サイドの抱える深刻な
課題に対する効果や、適切な対人関係を築くなどの
児童の育成等の効果検証に取り組む。

３）酪農教育ファーム活動等の交流活動の取り組み
にあたり、飼養衛生管理基準の遵守と家畜伝染病等
の予防への意識を徹底していくとともに、マニュア
ルを踏まえた取り組みを推進する。

（４）地域交流支援事業

指定団体が推進する地域の地産地消活動とともに、
酪農家が推進する消費者コミュニケーション活動へ
の支援を行う。また、酪農が地域で存続していくた
めの理解醸成活動の担い手や、酪農を代表した取り
組みを推進する酪農家ネットワーク組織等の活動を
支援する。なお、本事業の実施に当たっては、支援
の在り方や支援先となる組織の体制等が課題となら
ないよう、指定団体との十分な協議を踏まえ必要な
見直しを行い推進する。

（５）放射性物質・風評被害対策

風評被害等による国産牛乳乳製品の需要低下と生
乳需給の混乱を防止するため、飼養管理改善等に係
る生乳自主検査等の実施に対する支援策を継続する。
なお、当該経費に係る東電への賠償請求に関する情
報の集約と提供、関係団体への働きかけ等を行う。

４．畜産経営支援協議会の取り組み
東日本大震災・原子力発電所事故の影響により、被
災地において依然として酪農経営の円滑な再建に支
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障が生じているとともに、牛乳等の消費に風評被害が
発生している状況を踏まえ、ＪＲＡの助成を受けて、
畜産経営支援協議会が実施する次の事業に取り組む。

①�調査・分析、小冊子等の作成・配布を通じた東日
本大震災・被災地の牛乳乳製品に対する理解醸成
対策を実施する。

②�消費者の国産牛乳乳製品に対する安心感を醸成す
るため、ＪＲＡ畜産振興事業の助成を活用し、消
費者等に対する生産者団体としての統一的な広報
活動等を実施する。

③�原子力発電所事故等によって影響が生じた指定団
体や全国連による「原発事故対応に係る連絡会」
を開催し、各地域での取組状況・課題の共有化等
を踏まえ、生産者団体としての対応を協議する。

５．牛乳消費促進対策事業
22 年度から３カ年計画で実施した牛乳消費喚起対
策の総括を踏まえ、「牛乳に相談だ。」や「ＭＩＬＫ
　ＪＡＰＡＮ」運動の成果を効果的に活用し、反省
点を改善した上で、母親及び牛乳の飲用が少ない消
費者をターゲットに、中長期的観点に立って継続し
て国産牛乳の消費の促進を行う牛乳消費促進対策事
業として「ＭＩＬＫ ＪＡＰＡＮ」運動を再スタート
する。
事業戦略として、消費者と牛乳・酪農家を繋ぐ全て
の接点や仕組みを３区分し、これらを有機的に連携
させ、活動全体を設計した「トリプルメディア」マー
ケティングの考え方を採用する。これにより戦略的
に全体事業を策定の上、中央及び地域の役割を再整
理し、中央では、「購入メディア」を活用した事業を
中心に、地域は「所有メディア」を活用した事業を
中心に実施する。

（１）「購入メディア」の活用

推進キャラクターを用いて、牛乳の効能等を伝える
インフォマーシャルを露出度の高いＴＶ番組提供枠
にて全国で放映（朝の時間帯は年間を通じて、夜の
時間帯は下半期）し、牛乳飲用への関心を高める。

（２）「所有メディア」の活用

ＰＣサイトをプラットフォームとして運営し、牛乳
消費促進のための詳細情報を継続的、恒常的に発信

するとともに、地域支援用の統一ツールを製作・提
供し、中央と地域の一体的な展開に繋げる。

（３）「獲得メディア」及び「共有メディア」の活用

フェイスブック、ツイッター、ブログ等のＳＮＳ（獲
得メディア）の活用により活動の共感を得るための
働きかけを行う。この「獲得メディア」に加え、「共
有メディア」の活用として、食品企業、乳業等の商
品パッケージ・牛乳パック、店舗での売り場を活用
したコラボの推進により実需を喚起する。

（４）地域事業（指定団体への委託事業）の

　　  取り組み

中央事業の取り組みを踏まえ、訴求内容や統一ロ
ゴ・キャラクターなどを活用し、生産現場に根差し
た強みを活かした独自の取り組みを展開する。とく
に、地域の強みであるイベント・牧場開放等でのツー
ル配布など、「所有メディア」を効果的に活用した取
り組みを行う。なお、運動の盛り上がり時期（６月
及び10月）を設定し、酪農家の集中的な参加を得つつ、
消費者に対し信頼性の高い情報発信・ＰＲに努める。

６．調査・情報発信等事業
（１）酪農関係者や国民、消費者に対して、ウェブ
サイト・メールマガジンや誌面（中酪情報、ミルク
クラブ誌等）などを媒体として、上記事業等により
本会議が入手・取りまとめ・分析等を行った最新の
酪農関連情報を適時、適切に発信し、わが国酪農に
対する理解醸成や、酪農の多面的機能に基づいた活
動等を紹介する。

（２）上記事業により実施した国内外の酪農制度・
生産の動向、消費拡大第活動等に関する調査・研究
の結果については、必要に応じて取りまとめ・公表
を行う。また、酪農生産、生乳流通の実態や課題等
についての消費者及び関係者の理解醸成や認識の共
有化が効果的に展開できるよう、プレスリリースや
報道資料の提供等を実施する。


